
随 意 契 約 理 由 

令和７年（２０２５年）４月１日 

契 約 担 当 課 名 財務部固定資産税課 

発 注 担 当 課 名 財務部固定資産税課 

契 約 名 称 被災者支援システム運用保守業務委託 

契 約 内 容 被災者支援システム運用保守業務委託 

契 約 締 結 日 

及 び 契 約 期 間 

令和 7 年（2025 年）3 月 31 日 

 

令和 7 年（2025 年）4 月 1 日から令和 8 年（2026 年）3 月 31 日 

契 約 の 相 手 方 

（所在地・名称） 

東日本電信電話株式会社 

（東京都新宿区西新宿三丁目 19番 2号） 

契 約 金 額 3,032,700 円（税込） 

随 意 契 約 理 由 

（地方自治法施行令第 167 条の 2 第１項 第 2 号に該当） 

本委託業務は、令和５年度に豊中市被災者支援システム

構築等業務委託における指名型プロポーザル方式による企

画提案の募集を行い、「豊中市被災者支援システム構築等業

務委託受託候補者選定委員会」での審査を経て、同社を契

約相手として特定したものである。当該業務で使用するシ

ステムの開発保守業者である東日本電信電話株式会社でな

ければ、継続的な業務運営を妨げる状況が想定される。 

 以上のことから、東日本電信電話株式会社と地方自治法

施行令第 167 条の 2 第 1 項第 2 号の規定に基づき、随意契

約するものである。 

 


